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1. 株式会社日本エー・エム・シー

■企業間の連携
・EDI導入によるDX化で、可能な限り下請け事業者の負担を軽減できるように
生産計画を調整し、企業間の共存共栄を推進している。

■健康経営
・力を入れている分野であり、国や県の様々な健康関連の表彰実績もある。
また、健康経営についての講習会の講師を務めるなど自社だけでなく、
サプライチェーン全体の付加価値向上を推進している。

■経営陣も社内外に積極的に他の取組と合わせて宣言の周知をしている。

■価格交渉・価格転嫁
・下請け企業から申し出があれば、価格協議には全て応じており、
且つ、自社から下請け企業に対して、価格交渉についての働きかけを行っている。

■元々様々な取組を行っており、その内容が
 宣言と合致していたので、宣言を実施。

■宣言によって加点措置があり、 自治体が
実施する補助金に採択された。

会社概要 本社：福井県福井市、資本金：1億円、従業員数：約185人

業種 製造業

事業内容 高圧配管用継ぎ手の製造・販売ほか

【宣言を実施してよかったこと等】 【パートナーシップ構築宣言にかかる取組内容・工夫のポイント等】
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2. 株式会社橋本建設

■企業間連携(オープンイノベーション)
・協力会社(下請事業者)も含んでBCP(事業継続計画)を策定しており、
災害時等の協力体制の構築を行っている。

・入札等による公共事業の受注実績が数多くあるので、協力会社に対して、
事務手続きの方法等の情報提供を行っている。

・自社だけでなく協力会社の社員も参加する安全衛生教育を年に数回実施している。

上記の取組を行い、企業間の共存共栄を積極的に推進している。

■健康経営
・建設現場において、AED(自動体外式除細動器)を設置したり、
夏期においては飲み物や塩タブレットなどを、自社だけでなく、協力会社を含む、
現場の作業員の為に無償提供したりと働く環境の向上に努めている。

・万一の労働災害発生時に備えた保険加入や作業員のストレスチェック、保健師との
  面談の実施など、自社だけでなく、協力会社を含む、作業員の健康リスクの低減に
積極的に取り組んでいる。

上記の取組を行い、サプライチェーン全体の付加価値向上を推進している。

■元々様々な取組を行っており、その内容が
 宣言と合致していたので、宣言を実施。

■企業HPにパ宣言について記載したり、
 社内に掲示したりと社内外へ積極的に

   宣言企業であることを周知している。

会社概要 本社：滋賀県彦根市、資本金：4,000万円、従業員数：約30名

業種 建設業(公共工事を多く請け負う)

事業内容 道路、河川、宅地造成など

【宣言を実施してよかったこと等】 【パートナーシップ構築宣言にかかる取組内容・工夫のポイント等】

【建設業界の共存共栄に向けた取組】

■公共事業(国や県)で工期が1年以上の
工事については、資材、労務単価等の
見直しがある。

 ※価格決定方法の適正化

■公共事業(国や県)は基本的に週休２日で
 工期が組まれており、無理な短納期発注などが
 行われないような仕組みになっている。
 ※働き方改革の対応支援
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3. 株式会社衣川製作所

■企業間連携
・一般社団法人京都試作ネットの活動で、試作品製造案件において、他の中小企業
と共同受注するなどして、中小企業間の連携を積極的にはかっている。
また、自社のことだけでなく、同業他社とも連携を図りサプライチェーン全体での
共存共栄を推進している。

・京都機械金属中小企業青年連絡会の活動でも、中小企業間での連携を積極的
に行っている。同業他社との連携を深め技術力や設備関連、経営方針等の共有を
行い参加企業全体での技術力や経営力の底上げに貢献し、サプライチェーン全体の
付加価値向上を推進している。

■価格交渉・価格転嫁
・協力会社との価格交渉は、その都度見積を行い、交渉しており、協力会社との
望ましい取引慣行（Win-Winの関係）を実現している。

会社概要 本社：京都府京都市、資本金：2,000万円、従業員数：約25名

業種 製造業

事業内容 半導体生産機器部品、医療機器部品等の製造

【宣言を実施してよかったこと等】 【パートナーシップ構築宣言にかかる取組内容・工夫のポイント等】

■2024年2月に宣言し、今後、積極的に
宣言の周知を社内外へ行っていく予定。

■元々様々な取組を行っており、その内容が宣言
と合致していたので、宣言を実施。
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4. 南海モルディ株式会社

■企業間連携(オープンイノベーション)
・下請事業者との連携強化。発注方法、支払い方法について下請事業者の
声を拾っている最中であるが、方針の参考としている。下請事業者からの相談には
積極的に応じている。

■価格交渉・価格転嫁
・下請事業者から価格交渉の申し入れがあった場合は経営層への報告の上、
真摯に交渉に応じている。

■宣言によって加点措置があり、
 補助金の採択を受けることができた。

■経営層も積極的に宣言に携わっていることで、
下請事業者を大事にするという社内の
機運醸成に一役買っている。

会社概要 本社：大阪府堺市、資本金：3,000万円、従業員数：約170人

業種 製造業(金型加工)、卸売業(特殊鋼切断販売)

事業内容
 上記の金型や特殊鋼の取り扱い以外にもオリジナル製品として「予熱くん」(金型加熱装置)、「肉盛りくん」(高機能金型)、「特盛りくん」(オフラ
 インティーチングシステム)など、ユニークな商品を展開中

【宣言を実施してよかったこと等】 【パートナーシップ構築宣言にかかる取組内容・工夫のポイント等】
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5. アスカカンパニー株式会社

■企業間の連携
・メイン協力工場に樹脂成形の際に不良品を排除する目的で検査装置を貸与。
・製品の品質向上のためのノウハウを協力工場に無償提供。

■専門人材マッチング
・ＳＥ採用時に自社以外の協力会社を紹介することがある。

■グリーン化の取組
・自社の環境チームが海洋プラスチックの問題解決に向けたCLOMA（クリーン・
オーシャン・マテリアル・アライアンス）のマッチングプラットフォームに参画し、技術
提供を行っている。

■ＩＴ実装支援
・大学と連携してＡＩを工場に導入し、カメラによる外観確認と統計学の応用により、
不良品率を下げることができた。

■宣言によって加点措置があり、
 自治体が実施する補助金を採択。

■経営陣も積極的に宣言の周知に関与し、
 社内の意識改革に貢献。

■元々様々な取組を行っており、その内容が
 宣言と合致していたので、宣言を実施。

会社概要 本社：兵庫県加東市、資本金：1億円、従業員数：約250人

業種 製造業(プラスチック樹脂成形品)

事業内容 プラスチック成型品(ヒンジキャップ等)の製造

【宣言を実施してよかったこと等】 【パートナーシップ構築宣言にかかる取組内容・工夫のポイント等】
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6. 株式会社大日製作所

■企業間の連携
・日本全国の15～20社の企業のとりまとめを行う、サプライチェーンの中核企業と
なっている。品質保証協定を結んで連携強化を進めている。

■ＩＴ実装支援
・代表者がシステム会社を立ち上げた実績があり、システム専門の部署があり、
システムインテグレーション(情報システムの構築)を行っており、顧客向けに
カスタマイズしたロボットアームを提供している。

■宣言によって加点措置があり、
 補助金の採択を受けることができた。

■元々様々な取組を行っており、その内容が
 宣言と合致していたので、宣言を実施。

会社概要 本社：兵庫県高砂市、資本金：3,000万円、従業員数：約70人

業種 製造業(機械加工、機器組立)

事業内容 航空機・船舶用ディーゼルエンジン・産業用ロボット等の中核重要部品等の製作・販売

【宣言を実施してよかったこと等】 【パートナーシップ構築宣言にかかる取組内容・工夫のポイント等】
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